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Despite preparedness considered as a11 effective way to reduce the damage during an earthquake， 

its level remains low especially among university students， 111 this study， we examined the process of 

disaster preparing behavior respecrively in ]昌panesestudents and foreign students. A questionnaire-

basec1 survey was administered to a number of 331 ]apanese students and 93 foreign stuc1ents stuc1ying 

in the capital region in ]apan. As a result， ]apanese student who are higher in the level of preparing 

knowledge than foreign stuc1ents are less taking the actual behavior. As a result of multiple regression 

analysis， it was not the intention but the preparing 1∞owledge impacting the actual preparing behavior 
in both ]apanese students and foreign students. However， when it comes to the social support， things 

were different-social support， especial1y support fr・0111friends is impacting foreign students' preparing 

behavior， while there was no such impact on ]apanese student. The result implies rhat there I11USt be 

different process between ]apanese students and foreign students and the education should be held 

differently. 
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問題

本研究では， 百本人大学生と在日留学生の防災行

動実施の笑態を把握し， 日本人大学生と在日留学生

の防災行動の規定医|について検討する。

2011年3月11El 1411寺46分に発生した東北地方太平

洋沖地震と.それに伴って発生した津波や原子力発

電所事政及び余震によって引き起こされた大規模災

害は， El本l:j:1に甚大な被害を与えただけではなく 3

世界中に大きな衝撃を与えた。一般的に，大地震な

どによる広j或災害が発生した11寺の対策は国や自治体

が中心となって進めているが，東日本大震災のよう

な大規模複合的な災害が起きた場合1 自治体関係者

が被災したことにより， 1，:)J~jJJ対応がj座れたり， 込i宝

な対応ができない可能性が高まる口そのため，災害:

が発生した11寺に被害を軽減するにも，被災後の速や

かな復旧・復興のためにも，一人ひとりが災害に備

えることは重要である(元吉・高尾・池!王1，2008)口

実際，東日本大震災以降，一般住民の防災行動は増

加する傾向にある。平成25年度「防災に関する世論

調査J(内閣府政府広報室， 2014，)では，平成2lil三
j支「防災に|刻する特別世論調査J(内閣府政府広報
室， 2010)の結果と比較して， I携;貯ラジオ，懐中
電灯，医薬品などを準備している」や「食料ーや飲料

水を準備しているjなど約10個の項目に関しては，

10.0%以上も上昇しており， I特に何もしていないJ
と回答した人は24.2%から10.8%に減少していた。

ただし防災意識の高ま!)に比べ，防災行動の実

施率は依然として低い。東日本大震災発生から約 3

年後に，全国の16~69)設の計2000名の一般住民を対

象に 2 インターネット上で、行われた「災害への備え

に関する調査J(クロス・マーケティング， 2014) 
によれば，一般住民の59.9%がi防災に対して関心を

持ち，その必~性を感じているにも拘らず， I防災
対策を十分にしている j人の制令は，そのうち

21.4~22.9% と少数にとどまっていた。

一般住民に比べて， 日本の大学生の地震|坊災行部J

や災答へのイilitえは， さらに低いレベJレにある。 j可

|到・松木 (2004.)は，関東 関西及び日ミ海地方の大

学生を対象に防災意識の調査を行い，有効回答1727

哀(有効回答率86.4%)を分析した結巣，懐中電灯，

ラジオ，飲料水なとずの用意や家具の|主|定，避罪Il所の

設、女11.家族との緊急11寺の集合場所の検討-なと¥災害

への備えに関する計10項目に対して， Iすべて行っ
ていないJと回答した大学生は， I期間では46.2%，
次いで東海:(40.6%)，関東 (38.8%)の}IINであった。

また，上述の10項目の実施率について，大学生の実

施率は当年度の一般市民の全国平均(内閣府， 平成

17年)に比べて低かったG さらに， 清水 (2009)は，

東京都内の大学生を対象に，実家 -笑家以外に居住

する学生の実家における防災行動の実施状況と現住

居における実施状態を比較した結果2 実家・寮以外

に居住する学生の「懐中電灯を常備している」ゃ「救

急用の涯薬品を常備している」 など計5項目は，現

居住における笑施率のほうが若しく低かった。その

ため，大学生，特に 3 実家以外に居住する一人暮し

の大学生の防災行部Jの笑施を促す必安があると考え

られる。そこで，本研究で，ii大学生の居住状況別に

防災行動の促進安因を検討し今後の大学における

防災教育の示11変を得ることを目指す。

ところで¥ 日本にいる外国人は災害発生時の「災

害要援護者」に含まれているが，現段Ili~T では， El本

に住む外国人の防災行動の笑施率は全般的に低く，

特に，家庭内の対策をしている割合が低い。例えば，

王・小川I(2008)では，災害に備えて 「イ可もしてい

ないJ留学生が3割となっており，その理由には，
「どのような対策をすればよいか分からない」が6

割と最も多くあげられていた。また s 公括MI王u去人
京都府 I~II祭センター (20l3)が在日外患人を対象に

行った調査では，災害にや耐えるために「特に何もし

ていないJ在日外国人割合は 64.2%であ りP 極め
て高かった。 さらに ， その J~11l自には ， I母:@Iにもと
もと地震が少ないJI来日して111jもないJi地峡や他
者との交流があまり ないJI家族に 1:::1本人がいないJ
などがあけ、られていた。東日本大震災は， 1:1本に住

む外国人のブ子々にもある程度被害をもたらし，在日

外国人のその後の行動に大きな影響を与えたことが

幸Ii告されている (e.g.，Henry， Kawasaki， & Meguro， 

2012)。しかし， 日本における外悶人やf古学生の防

災行動については，依然として研究が少なく，前述

の各調査は，すべて在1:1留学生の普段の地震災害に

対する準備や防災意識に関する質問紙調査である。

そのため，在日程学生の防災行動について検討。し

日本人大学生と比較した留学生に特有な規定i習をW(:

I~:Jすることも重要と考えられる。

前述のように，災害や防災に関して意識が高まっ

たとしても， I~I 然災害に対して十分な備え をしてい

る人は少数であり，防災行動は十分なレベルに達し

ていなし=。 したがって 防災行動を促進するための

方法を検討することは，防災研究において霊嬰な課

題の lつであると考えられる。 これまでの防災意識

や防災行動の規定1251に関する検討は，社会心3111学の

リスクfiii 説得論や態度と行動に!渇する盟諸iなど

様々な理論を背景として行われ，一賞した:E_lH論的な

枠組みを見出すことができなかった (Ge，Peacock， 

& Lindell， 2011; Lindell & Perry， 2000; Paton， 
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2003)。しかし，いずれの枠組みの仁中i

Pe臼rr印喝γy& Li出nde凶!日1，20∞08剖) や)府苦住 :1状iり伏1犬〈 況 (住e.gι.，M、¥叫、v:1iにce出li，
Sot砲:苫gi山u，& Sett凶ann出1討i，20∞08剖)な と守の人口統計i的3拘0妥因l反え
ぴび、災害へのi関共期J，心心L心、(e.g.，元吉 ・高尾・池田， 2004.) 

や災害に対する不安 (e.g・， Lindell & Whitney， 2000) 

など心理的要因が，防災行動の規定Itslとして検討さ

れてきた。 ま た，多くの研究では，防災行動の I~I Y!H~

さは資脱と関連するネガティプな態度の 1つとして

捉えられ，実際のIl7j災行動には直接な影響しないも
のの3 防災行動意図を抑制 していた (e.g・，Paton， 

2007; Terpstra & Lindell， 2012)。これらの研究は，

防災行動を 2 防災行動意図によ って規定される合理

的行為と見なしたり (e.g.，Paton， 2003)，防災行動

の規定1t;1を検討する際に，防災行動そのものを扱わ

ず，防災行部j意IIIを扱っていた(元古他， 2004; 

'lerpstra & Lindell， 2012)。一方3 これまでの行動

意図と行動の関連に関するメ タ分析では，意IIIが必

ずし も行動と結びつく ことはないことが示されてい

る (Webb& Sheeran， 2006)。このため 2 本研究で

は，防災行動と防災千i:lliJ)意図を同時に扱い，実際に
行われている防災行動のプロセスを枚討ーする。

ただし，在日外国人は日本人と比べて，防災行動

の実施率が低いのみならず，防災行動の内容も大い

にi主っているために， 日本人と外国人の防災行部jの

規定因にも相違があると考えられる。例えば，在日

外国人は防災知識の乏しさが多く指摘されている

(e.g.，梁・赤瀬・桐谷， 2010)。自治体，役所，学

校なとマの公的単位では，外国人 あるいは悦学生に

|向けて様々な|りJ災f:j-策が行ーわれているが，それが必

ずしも，外国人や留学生にゆきわたり，彼らの生活

に役に立っている現状ではない (e必y 木市:i・i産美・

長谷見 2003;伊村 • il互壁 2011)。また，災害時

あるいは緊急時は，普段の生活の 1:j:1のサポートを上

手に利用するこ とで，災害や防災に関する情報の伝

達及び防災意識が促進される可能性が考えられる。

その中で， 特に友人や学校からのサポートがs 在日

外国人や留学生の防災行動に影響する可能性が考え

られる。 例えば，周 .i来日:!(2002)では，留学生は

生活に関わるすべての領域において 3 他の留学生や

友人から受け取るサポートが最も多く， 日常の生活

のl=j:lで， I可i主iノ¥とのつながりの強い情報ネットワー

クを形成していた。また 前述の王・ 小)11(2008) 

でも ， 留学生は大災答発生 l1~t に， r学校jを最も多
く (57%)頼っており，次いで， 11百JI主|人のまj]人

友人J(50%) と「大イ吏館J(48%) を頼っていた。
笑際p 梁他 (2010)で明らかになったよラに，大地

震が発生後 「学校から留学生に対 して援助がないJ，
「学校が休校になったことJ. 1誰に連絡を取ってよ

いか分からなかったことJがa 留学生に大変な困難
を与えていた。

目的

本研究の目的は以下の 2点である。第 1に， 日本

人大学生と在日留学生との防災行動の実施状況及び

知識の有無について比較する。第 2に.大学生の防

災行動のプロセスについて検討し， 日本人大学生及

び在日制学生それぞれの防災行動の規定|羽を分析

し2 共通点及びヰEI違点について検討・する。なお，一

人暮らしをしている学生と実家から通っている学生

との迷いによる家庭防災行動の差異が存在するこ と

は，先行制究で|拘らかなっている(清水， 2009)。

一方，在日留学生は，だれかと同居している場合で

も，その相手が恋人や夫(姿)などの自分と向 じ世

代やi司じ立場の人の場合が多 くv 一人暮しの大学生

が置かれた状況と類似しているため，本研究では，

日本人大学生の1+1でも一人暮しをしている日本人大

学生 (以下「一人暮しの大学生J) と在日留学生と

の比j肢を行うことにする。

方法

調査回答者

関東地方の!日立 ・私立大学に通う E!本人大学生

336名 と在 13 留学生104~1 に対 して捌査を笑施し た。

防災行動に関わる生活の様式が年齢によって異なる

ことと，調査凹答者の中に大学院にいる留学生も含

まれていることを考慮し，1:1本人大学生で、は25歳以

下，在日留学生では30歳以下の者を有効回答者と

し それ以外(年齢不明も合む)は除外したο また，

捌査票は日本認のみの提示となっているため，留学

生の回答者のド1:1 に調査内容を正 しく羽lWI~でき なかっ

た者も含まれている可能性があると考えられた。 そ

のため， 1このアンケー ト調査の内容に関 してP ど
れぐらい出併できましたかJの設!日iについて， 1 a.理
1fJI~できなかった J と Ib. あまり 却!併できなかった J

のいずれを選択した回答者を分析から除外した。 最

終的な有効|回答者は，日本人大学生が33]名(内，

男性1J9~1，女性212~1，平均年齢19 .21歳 (SD=

1.12) )であり，在日留学生が93::{:1(17;1， 男性34名P

女性:'59~1 ，平均年齢25.1 9歳 (SD = 2.74))であったο

手続き

調査は， 2014年7月下旬から11月上旬にかけ.個

別自己記入方式の質問紙調査とリアルタイム言%IJi支

援シス テム (REAS) を用いた web 部J :Th~によっ て実
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施されたQ 調査形式は， 日本人大学生において s 大

学の講義終了後に集合調査を行った口調査目的， 1m 
答が強制ではないこと E プライパシーの保護，

方法，調査結呆の取り扱いなどの倫理的配慮に関す

る説明文を作成し，質問紙の表紙とした。在iヨ

生において，大学の構内で椀査依頼舎を配布し，質

問紙への回答を同意した回答者に対しては 2 質問主i¥

を配布しs 予めm意した回収ボックスに投函しても
らう 31~で 1m収を行った。 web 調査への回答に i司意;し

た回答者に対しては1 調査IITI答者募集用紙にメーJレ

アドレスを記入してもらい 後巴そのメールアドレ

スに webリンクをj拾ったメールを送り. 1回答をイ衣

頼した口調査131'19，回答が強flJ!Jではないこと，プラ

イパシーの保護，調査方法，調査結果の取り扱いな

どの倫理的配慮に関する説明文を作成し， web調査

のスタート回出に掲載した。なお，留学生に対して

はs スノーボールサンプリングを行い，知人の留学

生に webリンクを発信するように依頼した。 回答

はいずれも無記名で行われ，所要H寺INJは15分程度で

あった。

調査内容

デモグラフィッケ変数 性別及びj舌f:t状況(現在
の居住状況について， 11.家族と!司)苦J12. 恋人

や友人と同居J13. 一人暮しJ14. その他Jから

]つを選択)を尋ねた。

家庭防災行動と地域妨災行動 清水他 (2007)及

び清水 (2009)を参考に家庭及び地域における防

災行動を尋ねる24項目を作成し各項目について P

11.知らなかったのでやっていないJ12.女11って

いるがやっていないJr 3. 矢口っていてやっている」
r 4. 3;1]らなかったがやっているjから lつを選択
するように求めた。また 2 選択肢の組み合わせに

よって変数を作成した。防災行動の実施について

は J頁弓ごとに， 1 a 知らなかったのでやっていな
い」ゃ Ib.立nっているがやっていないjのいずれ
を選択した回答者を「防災行動をやっていないjと

して 10Jと得点化し 1c.知っていてやっている」

や 1d. 知らなかったがやっているJのいずれを選
択した回答者を「防災行動をやっているjとして

11Jと得点化した。また. I坊災行動の知識につい
ては， JJ[ 1ヨごとに， 1 a. )iJ]らなかったのでやってい
ないJや rd. 女1]らなかったがやっているjのいず
れを選択したITII答者を「妨災行動の知識を有してい

ないJとして 10Jとf♀点イヒし r-b. 女11っているカぎ
やっていないJゃ IC.知っていてやっているJの
し寸ゴれを選択した回答者を「防災行動の知識を有し

ているJとして r1 Jと得点化した。以上の手続き

により.r家庭防災行動J. I地域防災行動J. I家庭
防災知識」及び「地域防災知識Jの4変数を作成し
?こ口

災害や防災に関する意識 l 家庭防災行動意

[~l ・地域防災行動意図は，元吉他 (2004) の防災行

動意図尺j支を大学生に適した文言に修正した10項目

を用いた。 2 災害への不安は，清水 (2009)の「災

害への不安-懸念」尺!止を参考に作成した 7項目を

用いた。 3 防災行動の間離さは r 元古他 (2008)

の「コスト認知l尺j支Jに2 経済的!忍離さについて尋
ねる 4項目を加え，含1-9:項 I~[ を HJ いた。 4. 社会へ

の関心及び海外への避難傾向は，それぞれ独自に作

成した 4項目を)，I=Jしミた。 ヒ記のいずれの項目につい

ても， r 1.あてはまらないJr 2 .あまりあてはま
らないJr 3. どちらともいえないJ14. ややあて
はまるJ15. あてはまる」の 51~i二法により回答を

求めた。

ソーシャル・サポート 他者から受け取るソー

シャル・サポートを測定するために， i、1=I:-rJイ也 (2013)
カまイ乍成した rf，自家jソーシヤ jレ・サポート・ネット
ワーク尺度jの内，受領サポートの 4項目をイ史mし
た。項目内容は. 1現在あなたには，あなたの気分
が11青れないとき，あなたを元気づけた 1]，あなたの

ぐちを聞いてくれたりする人はいますかJ(tJ、下打む
め・励ましJ)，1現在あなたには，あなたが迷った
り困ったり 1 物事を決めたりするとき，あなたの相

談にのってくれたり あなたにとって参考になる;意

見を言ってくれたりする人はいますかJ(以下「助
言・相談J)，I現在あなたには，あなたのちょっと
した用司王を引き受けてくれる人はいますかJ(以下
I~却型的・金銭的援助J) ， 1現在あなたにはF あなた
自身ゃあなたの伺)苦家族の体調がよくないとき，必

要な面倒を見てくれる人いますかJ(以下「行動的
援助J)からなる。この尺j交は一般成人を対象に作

成されているため?本初iザEでは，サポートの受領対

象のカテゴリを El本人大学生及ぴ在EI官i洋:生それぞ、

れに過した内容に修正した。 日本人大学生に対して

は3 サポートの受領対象にワいて la 家族JIb. 
親族JIC 友人Jr-d 近所のう出合いJle 学校関係
の人JIf.その他Jr g. いないjの中からあてはま
るすべてのものを選択するように求め，在日

に対しては 3 サポートの受鋲対象について， 1 a 家
族JIb 日本にいる親族J1 c. 同盟の友人Jr d. 日
本人の友人JI e. 近所の阿国人の知合いJif 近所
の日本人の夕、11令いJi g‘学校関係の人JIh. その他J
li.いないJのiゃからあてはまるすべてのものを選
択するように求めた。
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結果

研究iヨIj'-Jによか本研究ではf 日本人大学生の内t

居住状況にワいて 13 一人暮しjを選択した者
126~1 (内訳， 男性54~1 ， 女性72~I ，平均ゴ}三時令18.88

歳 (SD=1.06))のみを分析の対象と した。

一人暮しの大学生と在日留学生の防災行動の比較

一人暮しの大学生と在日惚学生の防災行動笑施率を

比較するため，家庭防災行動の18J頁iヨと地j攻防災行

動の 6項 目に ついてxz検定を 行った ('lable1第

'lable 1 

2 ~ 491])。その結果，家庭防災行動の多くは，一

人暮しの大学生と在日留学生の実施率の惹がなかっ

た。在日留学生はE 消火探や消火用バケツの場所の

確認や貴重品-パスポートなどの身分前EW]醤:をすぐ
持ち出せるような準備及び避難場所ヤi背報隊認行動
においてt 一人暮しの大学生よ り笑胞率が高かっ

た口 地域防災行動については. r応急救設jや「避
難訓練j以外全ての行動において，在日fii学生の実
施率が一人暮しの大学生の笑織率より高かった。

一人暮しの学生と在日留学生の|りj災行動の実施率のf検定のおは4

実施率(%) fi{!.9JI平(%)

]頁 I~I 一人 X 一人 仏13刀1 χ 

(η= 126) (η=93) (df= 1) 126) (n = 93) (df= 1) 

{家庭防災行部~J 

W~I:!コ -pliXJ の'!I\'iHH 47.6 46.7 .02 97.6 85.6 11.14本本

王， 1些!日分程度の飲料水の/，:.grイiJH 26.2 21.7 .57 96.0 70.7 27.35ネネ*

三， 1山日分の非常食の常11lii 23.0 18.5 .66 97.6 76.1 24.28ネ本*

1~0;m; ラジオの'，:j\'1JÎÎi 16.7 15.2 ，08 96.0 50.0 62.87 * *宇

ヘルメットや防災政IlJの常官iIl 4.8 10.9 2.92 95.2 58.7 44.08端本本

ヨ 1"-'11;')日毛布や寝袋のJn~.侃i 6.3 9.8 .87 93.7 46.7 60.60ホ*司

j改定リFJの医薬iiZの常iiilJ 41.3 40.2 .02 91.3 78.3 7.38水本

家具なととの転倒防止や落下防止対策 30.2 38.0 1.48 98.4 71.7 33，80水**

消火器や出火用バケツの場所の純認 31.0 47.8 6.42 * * 88.1 71.7 9.32本*

家具などを安全な場所への配置 48.0 56.7 1.57 97.6 68.9 34.96*** 

M;{fiなととの貴重品ゃパスポートなどの身分説明哲:
46.0 60.9 4.69本 90.5 82.6 2，9lj 

をすぐ持ち出せるような吋diHl

Igl宅のi耐震強度の雌認 13.5 18.5 1.00 74.6 38.0 29.42キ**

j也渡にやiIlえた'ii¥f平liのjijt1nと 36.5 40.2 31 81.0 62.0 9.72 * * 

安全なHJuiji'や避難のルートペコ方法に関する検討 25.4 43.5 7.86本学 82.5 78.3 .63 

災答11寺の家族との連緒方法の決定 34.9 39.1 41 93.7 68.5 23.91 * * * 

' ~ I 治体や学校が決めた指定避難所のJ確認 27.2 48.9 10.79本本来 80.8 69.6 3.67キ

-11お世襲j[~月;まで歩いてみること 10.3 20.7 4.54 * 79.4 55.4 14.30本*キ

帰宅できない11寺の行動に|刻する検討 13.5 14.4 .04 79.4 38.9 36.70本*本

[地域防災行動]

被災11守の応急救護(心JJiliIi!f:!:1ミ，人工呼吸なとす の
24.6 16.1 2.32 69.0 54.8 4.64水

やり方に|到する訓抑への参加l

学校や地域がllV.りれ|む防災演習への積極的な参加 23.8 41.9 8.15本 * 74.6 78.5 45 

避難訓練への参加 34.9 46.2 2.86 75.4 73.1 15 

災害に備えて地域の，gl主防災組織への参加 2.4 18.3 16.30ネキ* 39.7 31.2 1.68 

ii1i火器や消火ホースの使い方に関する訓練への参
17.5 29.0 4.13本 51.6 54.8 .23 

JJJ[ 

|坊災関係の施設の見学:への参加l 8.7 20.4 6.20 * 42.1 45.2 .21 

本本 *tく.001，ホ*pく.01， *pく.05
一人=一人暮しの大学生 .{17=在日官学生
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一人暮しの大学生と在日留学生の防災知識の比較

一人暮しの大学生と在日留学生の認知率を比較する

ため， 家庭防災行動の18項目と地域防災行動の6項

目についてX2検定を行った (Table1第 5~ 7 列 )0

その結果，家庭防災知識については，ほぼすべての

項目で一人暮しの大学生の方が在日留学生より知識

を有 していた。一方， 地域防災知識については，一

人暮しの大学生と在日留学生との差がなかったO

一人暮しの大学生と在日留学生の受領するソー

シャル・サポート ソーシャjレ・ サポー トの4項!ヨ

について， 受領対象のカテゴりごとの一次元性を確

認するために主成分分析を行った。受領対象の各カ

テゴリ (1いない」を除く)について，選択されれ
ば上 選択されなければOとしてダミ 一変数化し

た。その結果，一人暮 しの大学生においては，1家
族JI親族J1友人JI近所の知合いJr学校関係の人j
5カテゴリ の一次元性が硲認された (1able2)。在

日留学生においては， 1家族JI在日親族JI阿国の

友人J1近所の同国人知合いJI日本人の友人Ji学
校関係の人Jの6カテゴリの一次元性が:ji'ul認された
(Table 3)。これらのカ テゴリ のう ち， いずれの項

目においても選択率が20%未満であるものは分析か

ら除外した。ただし大学生にとって，学校は生活

の中の重要な部分であるため， I学校関係者」カテ
ゴリ は分析に用いた。 したがって 一人暮 しの大学

昌三のソーシャル ・サポートとして， 1家方ikのサポー
トJ.r友人のサポートj及び「学校関係者のサポー
トJ.在 1:1留学生のソーシ ヤJレ・サポート として，

「家族のサポー トJ，i I司自の友人のサポートJ. 11=] 
本人の友人のサポートJ及び 「学校関係者のサポー
トjを以降の分析に)，I:jいた。

一人暮しの大学生及び在日留学生の防災行動の規

定国の検討 一人暮しの大学生と在日官学生の防災

行動の規定医|を明らかにするために，重回帰分析の

繰 り返しによるノマスJfJii:析を行った。 作付汗にmし三られ
た変数は4水準に整理された。角!ttJi-においては， そ

Table 2 
一人暮しの大学生のソーシャル サポート受領対象ごとの主成分分析の結果(主成分負荷量)

家族 親族 友人 近所のま11り合い 学校!主!係のノ¥

% % % % % 

長i、め励まし 85 (51.6) .82 (11.9) .82 (82.5) .99 (0.8) .82 (12.7) 

助言相談 88 (58.7) .78 (11.9) .81 (75.4) .99 (0.8) .78 (18.3) 

物連HI'J 金銭的援助 .85 (51.6) .88 (11.1) .69 (80.2) .99 (0.8) .69 (5.6) 

行動的援助 .63 (27.0) .69 (10.3) .64 (40.5) .81 (1.6) .73 (4β) 

n 126 126 126 126 126 

INJ有イl主 2.61 2.52 2.21 3.58 2.28 

ιJ: 82 .80 .71 .94 .73 

討.:1 : %=選択率

'1、able3 

在日留学生のソーシャル・サポート受制対象ごとの主成分分析の結果(主成分負荷量)

家族 在日親族 同1]の友人 近所のi司Illil人 日本人の友人学校関係の人
のうJIり合い

% % % % % % 

トitJ:め・励ま し .68 (61.3) .87 (9.7) .63 (80.6) .77 (23.7) .80 (38.7) 77 (25.8) 

助言・相談 .75 (54.8) .76 (14.0) .87 (67.7) .78 (10.8) .73 (25.8) .79 (15.1) 

物理11的金銭的援助 .86 (37.6) .82 (7.5) .86 (59.1) 92 (17.2) .65 (30.1) .84 (19.4) 

行動的援助 .59 (18.3) .79 (10.8) 76 (38.7) .82 (17.2) .66 (10.8) .57 (2.2) 

11 91 91 91 91 91 91 

|古|布値 2.12 2.64 2.46 2.7] 2.04 2.26 

(t .70 .82 79 .84 .67 .73 

注1:%=選択率
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れぞれmJの全ての水準の変数を次の水準の説明変数
として 3 変数士宮1m法による分析を行った (Figure1， 
Figure 2)。なお，分析には欠損値のない一人暮ら

しの大学生日4名と在日留学生72名のデータをmい
たo w(~rrの結呆3 一人暮らしの大学生の場合，家庭

防災行動は災害への関心及び地域防災知識によって

促進され，防災行動の困難さによって~ífJi!J IJ されてい

た。地j攻防災行動は家庭防災行部j意IRI及び地域防災

知識によって促進されていた。 ープ]，在日切学生の

場合，家庭防災行動は家庭防災知識及び地域防災知

識によって促進され， 1:1本人の友人のサポートに

よってliPilHJされていた。地域防災行動は家庭防災知
識 J 地域防災知識， I百j国友人のサポー ト及び日本人

の友人のサポート によって促進され，学校関係者の

|織のりがトド

l 家路初災知総 | 

Figure 1 一人暮しの大学生の防災行動の規定 I~I J7 = 1140 

Figure 2 在日留学生の防災行動の規定IEI11 =720 

サポート及び女性で、あることによってMiljりされてい
fこO

一人暮らしの大学生と在日留学生の防災行動の規

定悶を比較してみると，地域防災知識から防災行動

への促進， 災答への関心から家庭ご防災行動意思iへの

促進及び;女性の災害への不安がより高かったこと

が共通していた。また， 防災行動意図が防災行動に

影響していなかったことも共通していた。一方E 相

違点をみると，防災行動の困難さは，一人暮らしの

大学生のみで家庭防災行動を1'IllilJlJしていた O また，
ソーシャル-サポートの影響にI'!}ljしては，一人暮し

の日本人大学生の場合は ソーシャjレ・サポートが

防災行動に一切影響せず 家族のサポートのみ家庭

防災意図を促進していた。一方，在日fH学生の場合

本字率p<.OOI，悲惨'p<.OI，*tく05

判事'.0<.001，..pく.01，うく05
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は，家族のサポートではなく， J湾問人のサポート及

び日本人の友人のサポートが家庭防災行動及び地域

防災行動に影響していた。また，在日留学生でのみ，

男性であることが地域防災行動を促進していた。

考察

本研究では， El本人大学生と在日留学生の防災行

動実施の実態を把握及び比較し一人暮しの大学生

と在1:1留学生の防災行動及びその規定Izgの相速につ
いて検討した Q

防災行動の実施及び防災知識とのギャップ一人

しの大学生は在日官学生と比べて防災知識を有

しているにもかかわらず，笑|祭の防災行動の実施率

が:在日留学生とほとんど変わらず，むしろ「自治体

や学校が決めた指定避難所の確認」平「安全な場所

や避難のjレートや方法に関する検討jなど身の安全

のための情!f-RJI又集行動については留学生よりもより
も低かった。これは 在日留学生にとって，親や家

族なと1採れる人カ吉日本におらず， 1:1頃からの情朝刊又
自分で行わなければならないためであると

考えられる口これまでの調査では 2 在日留学生が日

本人大学生に比べて防災行動を実施していないと報

告されている (e.g・3 岩元・石 )11，2011;梁他?

2010)。しかし 3 いずれの調査b 大学生の居住状
況を考慮しないで扱った研究がほとんどである。そ

のため，家族(主に親)が行っているものも混在し，

結果に混入していたと考えられる。

一人暮しの大学生の防災行動の規定図 一人暮し

の大学生の場合は，家庭防災知識の有力1f，に関わら

ず，地域防災知識を持ち災害への関心が高い学生ほ

と家庭防災行動を行っていた。これは， 1:1本人大

学生では，家庭防災知識は全般的に高かったため，

実際の行動に移るかどうかには影響しなかったのに

対し，地域防災知識は，家庭防災知識と退って J ぱ

らつきが見られたため，地域防災知識を有していた

学生が確実に防災知識を有していたと考えられる。

そのため，結来的に 家庭防災行動も地域防災行動

も，地j或防災知識に促進されていたと考えられる。

また，家庭防災行動は防災行動意図に影響されず，

地域防災知識及び防災行動の困難さによって影響さ

れていた。これらの結果から，防災行動を促進する

には，防災行部jをやらなければという意図的なもの

よりも，具体的な方法や手}I[i~:などの知識及び，防災

行動実施に対して手1111や経済的に困難を感じないこ

となどが，実行の可能性を高めることと考えられ

る。

災害への関心は，家庭防災行動意図のみならずs

家庭防災行動も促進していた。これは，災害に関心

を向けることによって z 災害そのものの恐ろしさを

認識し，防災行動をやらなければという気持ちを高

めると同時に，災害時の正しい行動やこれまでの災

害からの教訓など様々な情報を収集する機会を増や

すこと仁よって，実際の行動も高まる可能性が考え

られる。

また，一人暮しの大学生では 2 ソーシャル・サ

ポートは防災行動に影響せず、家族のサポートの

み，家庭防災行動意図を高めていた。これは， 1:1本

人大学生にとって， r家族Jは災害などに関する相
談相手になったり，具体的な方法を伝授したり，あ

るいは， I家族Jの行動や態度が学生自身の行動や
に影響する可能性が考えられる。

在日留学生の防災行動の規定因 在日明学生の場

合t 家庭防災知識及び地域防災知識は，家庭防災行

動及び地域防災行動のいずれも促進していた。これ

は，在自留学生にとって，家)走防災行動も地域防災

行動も，新しく身につけた知識であるため，はっき

りした区別がない可能性が考えられる。また，地J:或

防災行動は家庭防災先!被及び1也j攻防災知識以外に，

i司国の友人にサポート及びEl本人の友人のサポート
によって促進されていたのは，在日留学生は，防災

行動を行う i祭に，友人は気軽にi=[:1談できる相手に
なったり，実際行動を1:1とったりするため 3 そのサ

ポートが実際の行動を促していた可能性が考えられ

る。

J司・深田 (2002)では，留学生は， EI 常生活の 1:j~1

で，ほかの留学生や友人から受け取るサポートが最

も多く，何回人とのつながりの強い情幸iiネットワー
クを 31~Jlたしていた。しかし F ソーシャル・サポート

と実際の防災行動との関連については検討されてい

なかった。したがーって 留学生が日常生活の中で最

も受けている阿国の友人のサポートが，地域防災行

部J を i直接的に促進していることを I~:J らかにしたこと

は，本iiH究の新たな知見で、ある。また1 日本人の友
人のサポートを受けている人も地lI;V:防災行動を行ヮ

ていた。これは 3 日本人の友人によるサポート， I行!

じi也j或にイ主んで、いる八のサポートによって， Elオζ社

会への関心が高まり その地域での活動への関心が

高まった可能性が考えられる。実際に， Foster & 

Hirata (2013)でも，東北地ブ7の外国人は日本人の

友人の数が多い人ほど日本社会への安心j惑が高かっ

た。しかし 3 間じ]出張によって， 日本人の友人のサ

ポートが家庭防災行動を1fll11iりした可能性も考えられ

る。つまり， 日本人の友人のサポートが，

/:1本社会に対する安心!惑を高めるため，一人で、行う

ことの多い家庭防災行動に油断が生じる可能I~I:が考
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えられる。また，地域防災行動は学校関係者のサ

ポートによってが[lili!Jされていた。王・小)11(2008) 

では E 留学生は 3 大災害発生lI~j: に，最も頼っていた

対象として「学校jが上位にあった。しかし日常

の学校生活の1:1=1で¥学校の対応を頼もしいとjtうこ

とが3 官学生にかえって安心!惑を与え，自分が防災

行部jを行わなくても，いざ災芸答:があつたときでもi学学

1交の人カがil比山助v幼j力!Jけてくれるとの
考えられる O

大学生の防災教育の取り組みへの示唆 本論文で

は，一人暮らしの大学生と在日留学生の防災行動の

実施状況と防災知識のレベルをそれぞれ測定するこ

とによって，学生属性に合った防災教育の特徴を見

出すことができた。

一人暮らしの大学生は 家庭防災知識を持ってい

たが，家庭!坊災行動を行っていなかっt::.o また z 地
j或|坊災知識を持っておらず，地j戎防災行動も行って

いなかった。したがって，一人暮らしの大学生に対

する防災教育は
R
地j或防災のような広し)l玄!味でのi坊

災知識について教育することで 家庭防災行動の活

性化になるものを見つけ 笑I~~家庭と地域両方の行

動につなげていく必要があると考えられる。具体的

には，住んでいる地域コミュニティへの参加を促

し，実家にいる親だけではなく，地域の人々から防

災の関する知識を教わり，実際に家の仁!コでやってい

ることをチェックしてもらうなどが防災行動のレベ

jレアップにつながると考えられる。

一方，在日留学生は 2 家庭訪災知識を持っておら

ず，家庭防災行動も行っていなかった。さらに，地

域iりJ災矢Iln哉を持っており， J也j攻防災行動も行ってしミ
た。したがって，在日留学生に対する防災教育は，

家庭防災の手)111~ややり方など具体的な防災知識につ

いて教育し実際の防災行動をつなげていく必要が

あると考えられる。在日間学生はヰ交を!こ1:1心に行動

すること多いため
2
学校が定期的にi坊災に関する前

肢を|羽け，そこで，fJf学生に実体験などをさせy 防

災の関する知識だけではなく，実際の手順ややり方

を教えることが留学生の防災力促進にヲながると考

えられる。
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